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用語の説明用語の説明用語の説明

　平成23年度当初予算では、重点プロジェ
クトへの予算の重点配分に継続して取り組む
とともに、「いつも市民がど真ん中！」を基
本理念として、「人が元気になる」「産業が
元気になる」「まちが元気になる」「市役所
が元気になる」ための重要施策を早期に実
現・推進するために必要な予算措置を行いま
した。
　平成23年度の一般会計当初予算の総額は
280億7,945万6千円で、平成22年度の肉
付け予算を含む実質的当初予算と比較すると
11億9,341万7千円の増となっています。
　経常的な経費については、「ゼロ予算事
業」の積極的な推進、人件費の抑制および徹
底した事務事業の見直しを行うとともに、引
き続き、経費の削減に取り組みます。

●平成23年度主な新規事業
・福祉タクシー事業……………64,396千円
・予防対策事業（ヒブ、子宮頸ガン、小児・高齢者肺炎球菌）
　…………………………………54,992千円
・安心カード設置事業………………450千円
・太陽光発電設備設置費補助金…6,600千円
・住宅・店舗リフォーム資金補助金…………
　…………………………………36,000千円
・企業誘致東京駐在員配置事業…3,600千円
・急傾斜地崩壊対策事業………22,000千円
・防災拠点施設整備事業………84,675千円
・消防分団詰所新築事業………24,077千円
・小・中学校図書室エアコン設置事業………
　…………………………………68,982千円
・図書館ホームページ開設事業…7,799千円
・「日本キリシタン墓碑総覧・時代の証言」
発行事業…………………………4,883 千円

市　　　税…………
繰入金・諸収入等…

地方交付税…………

市　　　債…………
国県支出金…………

そ　の　他…………

市民税、固定資産税、軽自動車税など
繰入金、使用料、分担金および負担金、　諸収入、財
産収入、寄付金、繰越金
地方自治体が全国水準の行政を行えるように交付さ
れるもの
国・県や金融機関から借り入れる借金
国・県が認める事業費に対し、国、　県から交付され
るもの
地方消費税交付金、地方譲与税、自動車取得税交付金、
地方特例交付金、　利子割交付金、配当割交付金 など

自主財源 市が独自で確保できるお金

依存財源 国・県が配分するお金や、借り入れで確保するお金

市税
33億4千万円（11.9％）

地方交付税
126億円
（45.1％）

市債
37億7千万円
（13.4％）

国県支出金
57億円

（20.4％）

その他
8億9千万円
（3.1％）

繰入金・諸収入等
17億円（6.1％）

自主財源
18.0%
自主財源
18.0%

280億円

依存財源 82.0%依存財源 82.0%

歳　　 入

総　務　費……
民　生　費……
衛　生　費……
農林水産費……
商　工　費……
土　木　費……
消　防　費……
教　育　費……
公　債　費……
そ　の　他……

税務、戸籍、選挙事務など
赤ちゃんからお年寄りまでの福祉、障害者福祉や生活保護など
各種健康診断や予防対策、ごみなど
農林水産振興、ほ場整備や漁港整備など
企業誘致や商工振興、観光振興など
道路や公園、公営住宅の整備など
火災、救急、風水害など
幼稚園や小中学校教育、生涯学習やスポーツ振興など
市の借入金の返済
議会費など

義務的経費 職員の給与や借金の返済など、その支出が義務づけ
られているお金

投資的経費 道路や施設のように、将来に形を残すものに使うお金

総務費　
　30億5千万円（10.9％）

民生費
87億4千万円
（31.1％）

人件費
　（18.0％）

義務的経費
（55.8％）

投資的経費
（14.0％）

その他
（30.2％）

公債費　55億円
（19.6％）

その他
2億8千万円（1.1％）　

商工費
3億7千万円（1.3％）

衛生費　23億6千万円
（8.4％）

農林水産費
17億5千万円（6.3％）

土木費
23億2千万円
（8.3％）

280億円

消防費
12億6千万円
（4.5％）

教育費
23億7千万円
（8.5％）

平成23年度予算は

市民一人当り※

76万6,213円
国保などの特別会計を含めて算出しています
※52,468人（12月末日現在）で計算しています

・国民健康保険事業特別会計
91億7,878万9千円

（増減率  ＋3.6%）

・簡易水道事業特別会計
13億8,783万2千円
（増減率  ＋38.0%）

・下水道事業特別会計
8億191万6千円
（増減率  ＋22.6%）

・後期高齢者医療事業特別会計
5億5,640万7千円
（増減率  ▲5.1%）

・宅地開発事業特別会計　　1千円
（増減率  0.0%）

・老人保健事業特別会計　　  0円
（増減率  ▲100%）

（内　　訳）

119億2,494万5千円
（増減率  ＋7.3%）

■水道事業会計
1億9,728万6千円

（増減率 ▲5.8%）

■特別会計

特別会計
特定の事業を行うために特定の収入を
その支出に充てるため、経理を独立し
て設ける会計
　
水道事業会計
水道事業から得られる収入で浄水や給
水などの費用を扱う独立採算制の企業
会計

歳　　 出
一   般   会   計　 280億円（前年比12億円増）

南 島 原 市 の 当 初 予 算平成23年度

当初予算編成の
基本的な考え方

特別会計について


